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1情報社会 における高等専門教育(1)
一"IT革 命"の もた らす もの一
古屋野 素 材
1.は じ め に 『
大学 を中心 とす る高等専門教育在 り方をめ ぐる論議は、 日本のここ百
数十年の近代化以降に限ってみても、その時々の時代社会の動向と連動
して、実に目まぐるしく変容 を重ねて来たと言えよう。そ して、高等専
門教育に関する価値観や社会的役割は大 き く変化 したと言われ る一方
で、重ねられた論議 とは必ずしも連動せず残存 し大 して変化 していない
要素 も少な くないとの指摘 もあ り、そのような、大学等 をめ ぐる諸要素
の動向の"温 度差"や"速 度差"の 累積が、"高 等教育問題"を よ りいっ
そう複雑な難物 としているとも言えよう。
ところで、 この"問 題の"コ アたるものを、"大 学 を中心 とす る""高
等専門教育r"大 学等"と 、いささか曖昧な幅を含んだ表現 を煩わしく感
じる読者 も少な くないであろうが、実は記述 している本人も悩ましいの
である。
日本が、明治以降の教育近代化に際 して大いに参考 とした欧米の特に
ヨー ロッパでは、「大学」(中 世以降の質的変遷はあったにせ よ)は 確固
たる歴史的存在であ り、近代以降に拡充 してゆ く各種の専門技術教育機
関 とは最近にいたるまで一線を画 していたので、"高 等教育問題"も 長 ら
く"大 学問題"・と限定 し得てきた。
日本においては、明治以降昭和戦前期 までは、「帝国大学」「官立単科
大学」「公立大学」「私立大学」および国(官)公 私立の高等学校や高等(実
2業)専 門学校、が複雑 な社会的威信格差 をもって存在 し、戦後は、それら
の多 くが相互の格差構造を含んだまま大学に移行 ・昇格 し、一部の専 門
学校が大学になりきれず"暫 定的措置"と して 「短期大学」になった と
いう経緯があ り、高等教育問題が錯綜 した状況にあることは衆 目の一致
'するところである。最近では、この"伝 統的な要因"に 加 えて、主たる
進学層たる中等教育修了者人 口の激減等による、個々の学校間の"生 き
残 り"を かけた競争状況が展開し、大学 ・短大 と同等やそれに準ずる職
業資格取得 を可能 とする専門学校群(そ の一部の卒業生は大学編入も可
能 とされている)も その戦線に参加す るというこ とで、募集定員 を充足
できず統廃合 の運命をたどる学校 も出現するなど、いわば"弱 肉強食"
ともいうべ き状況に向かっているとも指摘されている。
大学制度に関 しては後発の米国では、ヨー ロッパに比 して、高等教育
は初等中等教育 と連携性が強 く、いわゆる国民教育制度の一環 として、
大学 としてのステータスを有 さない専門技術教育機関 との関連 もあ り、
(短期大学 と邦訳 される)コ ミュニティー ・カレジの存在等を見れば、
日本 と同様に"高 等教育問題"が 幅をもつ と言い得 るものの、「(ヨー ロッ
パ的なエ リー ト研究・教育機関であることも重要な要素である)大 学」・
「大学のステー タスを持たない専門カレジ等」・「コミュニティー ・カレ
ジ」の各セクターは、それぞれ一定に明確に異なった存在理由を有 し、
我が国のようなセクターを越 えての混然 とした問題状況が起ているとは
言えない。
日本の場合、後期中等教育の就学率 は95%を 越えるものの、その就学
者内部の上下に大 きくひろがる(大 学等の入学試験対応)学 力の格差が
(少な くとも現時点 までは)決 定的要素 となって、高等専門教育機関へ
の進学が幅ひろく展開するという事情 もあ り、また、大学 と短大、ある
いは短大 と専門学校 とが同 じ経営母体である私学 も少な くなく、教員層
もこれら三種の機関群 を移動する(つ ま りは、在学生層以上に教員層の
同質性が高い ということで もある)と いう状況 も含めて、三種 をそれぞ
3れ独立 したセクター として切 り離 して論 じることは簡単ではない。万単
位の志願数の増減に一喜一憂 した り、大学の威信 をかけて"COE"の 認
定獲得 にしのぎを削るレベルか ら、定員割れに より経営難に陥った り、
一族経営の大学 ・短大が教職員に対 して不当労働行為 を繰 り返す問題 ま
でをかかえ、 しか もそれぞれが必ず しも無関係ではないとさえ言い得 る
ほどに混然 としているのが、 日本の高等教育問題の実態であると言 うの
も、あながち誇張ではあるまい。
ところで、高度専門職養成が期待 される大学 ・大学院等では、教育 ・
研究の内容や方法が、高度情報化社会に対応するものとして、進化 し続
けるITを も充分に活用 しつつ、不断に整備 ・拡充されることが不可欠で
あることは言 うまでもない。かつ、個々人の人生において多様なキャリ
ア設計が可能 となる長寿社会 を迎え、いわゆる生涯教育の形態 ・内容 そ
して概念も変容 しつつある。そ して後者に関 しては、インターネッ トを
活用 した遠隔 ・バーチャル受講による高等専門教育機関への在学などへ
の社会的ニーズが高まりつつあ り、その希望者が大学卒業学歴等 を有 し
ていない場合、それを補填す る環境 を整備することも、受け入れ機関の
課題 となる。
本稿では、これ らに関する最近の動向を概観 して状況 を把握す ること
をめざし、高度情報化社会における高等専門教育や生涯教育の設計 ・革
新の可能性 を考察するが、その際に も、上記で触れたような、我が国特
有の"高 等教育問題"の 特徴を踏まえることとする。
2.大 学"連 合"か ら"連 携"及 び"統 合"へ
a.大 学連合体 に関する考察の推移
筆者は、これまで、高等教育研究の一つのテーマとして、 日本 の様々
な大学の連合体について考察 してきた。
その際、焦点 を当てたポイン トは二つあ り、一つは、「大学基準協会」
4の ように、主 として個々の大学が自らの意志で相互の連携組織を構想 し
てゆ く経緯や、連合体のメンバーシップの在 り方を巡 り試行錯誤する動
向であった。その考察における問題意識は、大学連合体の 自発的形成や、
その過程で生 じる様々な利害対立 とその克服 ・調整のメカニズムをさぐ
る、 というところにあった(1'。
もう一つのポイン トは、上記の考察の過程で次のような問題点が明ら
かになったことから、思い立った問題対象である。
その問題点 とは、本稿冒頭で触れた、我が国の高等教育問題の特色の
背景の説明とも重複するが、
i1)明 治以降終戦直後 までの、国策 としての高等 ・専門教育機関i
iの 制度作 りや全国への配置の歴史的経緯が、その過程で創設 されてi
iい った(旧 制)高 等 ・専門教育の学校群の複雑 な階層構造を産んだi
iこ と。i
i2)そ のことが、それ らの旧制諸機 関の様々な組み合 わせによりi
i形 成 された新制国立大学相互の錯綜 した格差構造につ ながっているi
iこ と。i
i`3)そ れがまた、国立大学群の、包摂 した旧制機関の引きずる事i
i情 によるグルー ピングを強いられるケースさえあること。i
であ り、 したがって、1特に国立大学群 の連合 ・連携の諸状況に関 して考
察す る場合には、個々の学校の自主的な相互連携 よりも、「1)→3)」
の経緯による、自発的ではない(し か し抗 しがたい)大 学連合体への"組
み込 まれ"に ついての考察 も必要 なのではないか、 という問題意識 を抱
くようになったのである②、
更に、最新の動向として、個々の国立大学はそれぞが単独 で独立法人
化するだけではな く、場合 によっては、その前段会 として、近隣の国立
大学どうしの合併、あるいは周辺地域の公立大学との合併 も検討 し、新
大学 としてのより適 したスケール ・メリット等を追求することも求めら
れてお り、これ自体重要な問題であるが、 これに関する考察は他の機会
に譲 る。
ただ、この ような複数の大学間の様々な結び付 きについては、本稿の
テーマとも深 く関連す る内容 もあ り、それにかかわる事例を取 り上げ、
以下考察 しておきたい。
b.COE認 定と"大 学グループ"
"オ フィシャルな大学ランキング"な どと話題の多い
、文部科学省によ
る所謂"COE"の 認定であるが、02年 度 と今年度を併せ た認定大学の リ
ス トを見ると、採択件数の多いベス トテンには、「旧帝大 グループ」とい
われる7大 学が漏れなく入 り、10位 前後に東京工業 ・神戸 ・広島 ・筑波 ・
一橋 という、戦前の大学の社会威信グループでは帝大につ ぐ 「官立単科
大学グループ」が収 まり、その次に千葉 ・岡山 ・熊本 ・長崎 ・新潟 ・金
沢という、戦前の 「官立医科大学グループ(旧6と も言われ る)」を母体
とする大学群が続 く。 旧帝大 グループと並ぶ採択数の慶応 ・早稲 田や、
官立単科大 グループのランクに食い込む一二の私大は別 として、国立大
学群の"COE序 列"は 、見事なまでに戦前期の大学群序列 と符号する。
新聞報道では、文部科学省の担当者はこの点に関 して「まった くの偶然」
とコメン トしているが、それほど単純なことではあるまい。
大学行政の関係者の間では周知のように、戦前期 の帝大グループを筆
頭 とする旧制大学の各 グループは、それら相互の格差構造を新制大学移
行後に もそっくり持 ち越 し、「旧帝大 グループ」は新制 も全学部が、「官
立単科大 グループ」は殆 どの学部が、そ して 「旧6グ ループ」は新制医
学部のみが、それぞれ戦前同様の 「講座制」の存続 を認められ、文教予
算からの大学経費 も"講 座費"が 上乗せされて配分 されて きた。(旧 帝大
系等以外の新制国立大学でも、その後認可開設 された大学院博士後期課
程には"講 座費"が 支 出されたが、その数は旧帝大系 と比べて極めて少
ない。)いささか乱暴な言い方 をすれば、講座制 をもたない国立大の学部
6については、 日常的な教育 を維持する国費が支出されるのに対 して、講
座制を有する学部については、教育に加えて研究に要する費用が国庫か
ら特別に支出されるということになる。 ということは、、昨年度 と今年度
を併せた国立大学のCOEの 採択数順位 は、それぞれの大学に国庫か ら
支出されて きた研究費の累積額の差(別 に言い方 をすれば、COEに 応募
し得る博士後期課程 を有す る数の差)を 見事に反映 していると言うこと
もできよう。 もちろん、個々の採択テーマについては、大学の格差構造
に無関係の"関 係者の努力"や"厳 正 な専門家評価"に よるものではあ
ろうが、小規模私大のユニークな研究テーマを除けば、"先 端的""世 界
的研究拠点的"と 評価 され得 るテーマの準備に向けての、人材や研究環
境作 りに要す る費用の多寡が、採択につながる重要な要素であることが
否定できないとすれば、上記の累積的な"研 究費"の 格差の意味すると
ころも大 きいと考 えることは、あながち無理ではあるまい。
昨年は申請テーマのすべてが"落 選"し 、今年度や っと採 択にこぎつ
けた、ある 「旧6」 の関係者が、「旧官立医大」の威信から、戦後多くの
学部の増設 も果 たし、地域的には医療を含めて中核的な存在 として自他
ともに認めながら、学部 と修士(博 士前期)課 程の教育で精一杯の大学 と
して 先進的な博士後期課程 レベルの研究環境を開発維持することの費
用面での困難 さを嘆いている証言(3)や、今年度の採択へ向けての涙 ぐま
しい努力を紹介する報道ωがあるが、歴史的背景か らみれば十分に理解
できる。
c.小 規模国立大学の統合をめ ぐって
ところで、「a」でも触れた、独立法人化後の存立基盤の強化 をめ ざし
ての近接す る国立大学間の統合問題は全国各地で展開 しているが、統合
を計画 している大学の多くが、戦前期の師範学校 と農業ないし工業の専
門学校 を母体 とす る教育学部 ・農/工 学部からなる小規模大学 と、昭和
40年 代後半から医大ないし医学部のない県に開設 された国立医科大学
が、小/中 規模総合大学 として合併す るケースで、これらでCOEに 採択
7された大学院を持つ大学は極めて少数である。また、少 し異色なケース
としては、東京水産大学 と東京商船大学 という、いずれ も海洋に関する
専門大学の合併が予定 されているが(合 併後の名称は 「東京海洋大学」)、
両校 ともCOEの 採択は無い。ただ、これらの統合予定大学(す でに統合
を完了 した山梨大学[(旧)山 梨大学+(旧)山 梨医科大学]を 含む)に つ
いてみ ると、いずれ も統合に際 しての学生定員等の削減はな く、逆に教
官層が分厚 くなったことから、博士後期課程 を含む大学院研究科の新規
増設が図られるなど、一定にポジティヴなスケール ・メリットを獲得す
ると見 られるケースも多 く、いずれは、これらの 「新」大学 も、"COE"
採択獲得戦線に参加することになるのだろうか。
これ らの動向に本稿の視点か ら注目したいのは、統合 を構成するそれ
ぞれの大学は、同じ県内等で も比較的離れた場所にあ り、 しか もほとん
どのケースで従来の個々の大学のキャンパスをその まま利用する形 をと
ることである。そうでなくても財政難の折から、統合"新 大学"の ため
に、キャンパスまで統合 して移転や校舎等の新築を行 う余裕はない、 と
も言えようが、戦後大学史の観点か らすれば、事柄はそれほど.単純では
ない。
戦後発足した多 くの"地 方"国 立大学が苦労 したのは、同一県内の各
都市に散在 した旧制の諸学校 を如何に統合す るかであ り、大学本部 をど ・
こに置 くかの問題であった。 旧制の官立の単科大学や高等学校および専
門学校 は、それぞれの都市が、地域の政財界を中心 とする(金 銭的負担
も少なくない)誘 致合戦で"獲 得"し た経緯 を背負ってお り、県庁所在
都市への統合 などスンナ リ運ぶ事例は少な く、結局、県内各都市に、そ
れぞれ所在 した旧制諸学校が、新制の学部 として散在するというケース
も少なくな く、その結果、総合大学 とは名ばか りで、各学部間の連絡 ・
意志疎通が滞った り、学長選挙 をめ ぐる学部間の確執が、都市間の対立
意識 と結び付 いた りと、大学運営に困難を極めた事例に事欠かない。俗
に"タ コ足問題"と 言われた事態である。
8ところが、今回の統合においては、"遠 隔キャンパス問題"は ほ とんど
見当たらない。その背景に、予想通 り、ITの 活用があるのである。各大
学群の統合計画 を見ると、新大学を構成する複数のキャンパス(な いし
学部)間 の連絡は、「事務連絡の殆 どはLANの 接続・拡充によるデジタ
ル ・メディアの活用で」 とか 「少数の例外をのぞき可能 なものはテレビ
会議で」あるいは 「双方向送受信システムの導入による、遠隔講義で」
というようなプランが多く、かつてのような"タ コ足問題"が 生ずる気
配は無いように見える。
また、人間の結婚 にもなぞらえられ るように、組織 どうしの結び付 き
も、周囲の見方 とは別に、統合する大学 どうしの係わり方を巡っては、
それぞれの学内外に様々な憶測が飛び交 い、「対等か併'合か」「新大学の
名称」「初代学長や役職者人事」「異質な事務 システムの統合の主導権」
等々、根回 しや段取 りを間違 うと暗礁に乗 り上げる危険性の高いアイテ
ムに満ちてお り、それ らの弱い環 をついての妨害工作す ら懸念されるも
のである。
しか し、これ らの問題について も、多 くの統合ケースで、事態の進捗
状況をなるべ くオープンにそれぞれの大学のホーム ・ペー ジで公開する
ことによ り、関係者の疑心暗鬼を払拭す る努力がなされたようである。
何 よりも、統合す る相手の大学について、そのホーム ・ページにアクセ
スすることで、かな りの多角的情報が得 られるとい う状況は、戦後 しば
らくの各地の、怪文書が飛び交い、疑心暗鬼が膨 らんだ"新 制国立大学
問題"を 知 るものとして、隔世の感がある。
今回の小規模 国立大学どうしの統合については、今後 も様々な点から
論 じられ評価 されることであろうが、相互理解の維持 ・進展 という点で
は、"IT革 命"は ポジティヴな役割 を果たしたと言えよう(5)。
d.「 大学コンソーシアム京都」について一デシタル・ネットワーク活用
の大学連合一
筆者の大学連合体に関する考察の出発点が、「大学基準協会」のような、
9個々の大学が自らの意志で相互の連携組織を構想 してゆ く経緯:や、連合
体のメンバー シップの:在り方を巡 り試行錯誤する動向であったことは、
前述の通 りであるが、そこで考察 した事例は、いずれも、メンバーに共
通の利害を軸 としなが ら、個々の大学の維持 ・存続 を確保す るために、
対社会的あるいは対文教行政当局 というベ ク トルでの、いわば"守 り"
のスタンス とでも言 うべ き指向 をもつ連合体であったとも言えよう。
それに対 して、ここで取 り上げる 「大学 コンソー シアム京都」は、規
模 も内容構成 ・特色も極めて多様な、約50校 の国公私立の大学 ・短大
が、"京 都"を キー コンセプ トとして連合 し、それぞれの大学が有する知
的ス トックを相互交流によ り相互活用することをめ ざして構築 されてき
た大学連合体である。その主要なテーマは、1991年 の大学設置基準の大
綱化により、各大学での維持運営が揺れ始めた教養教育 を、「単位互換」
を軸 とす る大学間の相互交流により質的な強化 を図 り、 しか もその共通
理念 として"京 都学"な る総合的な知的活動の枠組み を追求 しようとい
うことにあったとされる。それに加えて、80年 代半ばから、 もともと京
都市内に所在 していた複数の大学 ・短大が、市街に移転する動 きが目立
ちは じめ、その"流 出"を くい止め るために も、大学間の相互扶助的な
枠組みを作 り、一つの大学だけでは解決できない課題を、大学の連合体
のスケール・メリッ トで克服 してゆこうという意図 もあったと言われ る。
例えば、企業との連携についても、小規模の大学や短大では実現が難 し
くても、大学連合体 とならば多様 な企業 との連携が容易であるため、そ
の連合体のメンバー として、小規模大学等も多数の企業 との交流のチャ
ンスが得やすい ということになる。所謂FDな ども、一大学だけでは限定
的な人的資源や ノウハ ウも、大学連合体の総力 をあげてのプロジェク ト
とすれば、幅広 く高度なプログラムが可能となる。同様にこ とは、大学
を越えての共同研究プロジェク トに も言 えるわけで、豊かな研究者集団
による多様な研究プ ロジェクは、企業その他か らの委託研究費 も誘引 し
やす く、その成果を各大学の研究 ・教育のレベルアップに還元で きると
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いうメ リッ トも生まれる。「大学コンソーシアム京都」が、現在 もこの よ
うな方向で活動 を充実 させ続けている様子は、大変充実 したホーム・ペー
ジで も明らかである。
このコンソー シアムの成功の要因は、 もちろん メンバー大学 ・短大の
関係者の創意工夫 と不断の努力によるこのであることは勿論であるが、
高等教育研究の観点か らは、「自治体(京 都市)が 、設題者 として所管す
る公立の高等教育機関だけでなく、地域政策 として高等教育政策を樹立
したことが決定的要因である」 という評価 もなされている。従来、地方
自治体の高等教育政策は、小 中の義務教育は市町村、高校は県、大学は
国 という設置上の分担関係に規定 され、看護短大など特定の人材養成や
地域での高等教育機会確保のために公立大学 ・短大を設置するに止まり、
設置者 としての役割 を越えて、国立大学や私立大学 を含めた地域の高等
教育政策 をもつ ことがなかった状況を打破 したというわけである。この
事例が 「地方分権化の高等教育政策の方向を示す」もの とされる所以で
ある(6)。
上記のホーム ・ペー ジを、 リンクされているブランチ情報 を含めて見
て行 くと、このコンソーシアムの活動は、ITの 活用があっては じめて活
性化 し得ているという感が強い。
筆者が以前考察対象とした発足して半世紀 となる 「大学基準協会」 な
どは、郵便や電話それに早 くからFAXな どを利用 して、全国の会員大学
との連絡に大変な努力と費用をつぎ込み、『会報』等の機関刊行物 も当時
としては充実 したものではあったが、この組織についてあまり知識がな
い未加入の大学に加盟の勧誘 を行 う際にも、 まして一般の人々に認知 し
てもらお うとする際にはなお さら、組織の自己紹介には苦労 した。 しか
し、 コンソー シアム京都は、ホーム・ページを軸 とす るデジタル・メディ
アにより、 メンバー大学の関係者のみならず、一般市民に対 しても、 リ
アルタイムの活動状況を詳細に伝達す ることができ、かつメールによる
問い合 わせ等に も対応できるわけで、双方向のコミュニケーションを実
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現 し得 てお り、 このデ シタル ・ネ ッ トワー クの効用 は計 り知れ ない もの
があ ろ う。
も う一つ、 この コン ソー シアムの活動 の活性化 を支 え る もの として、
京都 市が、大 学連合体 と地域社会 の交 流の ため の施 設 として、2000年 に
京都駅 前 に開 設 した 「キ ャンパ スプ ラザ 京都 」 があ る。大小 の教室や会
議室 等 を有す るもの で、 シテ ィー カ レ ッジとい う大 学 を越 えた社 会 人教
育 その他 に活用 され てい る。 これ は、デ シ タル ・ネ ッ トワー クに よる、
いわ ばバ ーチ ャル な形 での存在 を、"フ ェ イス ・to・フ ェイス"を 可能 と
す る具体 的 な"場"の 形 で示 して もい るわけで、 これが また、 バー チャ
ル な発信 に リア リティー を与 えるこ とにつ なが って い る とも言 え よ う。
離れ た場所 にあ る複 数 のキ ャンパ スか らな る統合 新大 学 に して も、 多
様 な メンバ ー によ って構成 され るコン ソー シアムに して も、それ らが"ま
た裂 き"状 態やデ ィス コ ミュニケー シ ョンによ る分 裂 に陥 るこ とな く前
進 で きて い るのは、何 といって もITの 活用 に よる もの で ある こ とを見
て来たが、 それで あるが故 に、今 後 とも、デ ジ タル ・ネ ッ トワー クの質
的 向上 につ いての不断 の努 力 と、それへの依 存度が高 まれば高 まるほ ど、
増大 す る背 中合 わせの 危険 と しての様々 な レベ ルでの"セ キュ リティー
問題"へ の対 応 も不可 欠 となろ う。
3."IT革 命"と 高等専 門教育 改革 の今後
かつては一部の専門家の ものに留 まっていたコンピュータであった
が、パー ソナル ・コンピュー タの爆発的な普及 と連動 して、企業活動等
の業務 のみな らず、人々の 日常生活や各段階の教育場面にもコンピュー
タの活用が一般化 しは じめて20年 を越える。
大学等の高等教育の様々な場面 におけるコンピュータの普及 も同様
で、当初は"理 系"の 限られた領域での利用か ら、"文 系"も 含む研究・
教育への導入の規模の拡大、それと連動 しての事務運営への導入拡大、
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と、所謂 マル チ メデ ィアの活用 を抜 きに して、 大学等 の運 営お よびその
改善 ・改 革は語 れ ない時代 に、我 々は いる。
今や、 ホー ム ・ペー ジをもたない大 学等 は まず ないだろ うし、 キャン
パスの所 謂 インテ リジェン ト化に無 頓着 な高等教育機 関 もまず はあ り得
な い。もはや ブー ム とい う言 い方 さえ時代遅 れ なほ ど、IT活 用 は大学等
の 日常 に浸透 して い ると言 えよ う。 それ に伴 い、 イン ター ネ ッ トに代表
され る学 園の"デ シタル ・オープ ン化"に よ り、 そのほ とん どがデ ジ タ
ル化 されつつ あ る教員個 々人や学 生諸君 のプ ライバ シー をは じめ とす る
様 々 な情報 が、悪意 をもつ人々 に も無 防備 に晒 さ撫 これ まで想像 もし
なか った よ うな被害 に遭 う とい う、 セキュ リティー 問題 も深刻 化 しつ つ
あ り、 この点 につ いては、対応 が事 態 の進 展 に追 いつ いてい る とは言え
ない。
"IT革 命"進 行 時代 におけ る高等教育機 関 の現状 の、極 めて大 ざっぱ
なスケ ッチは このよ うな ものであ ろ うか。
も う数年 前 に、 米国 の高等教 育 シー ンで急速 に進行 してい る、教育 活
動全 般 の"バ ー チャル化"の 当時 の最新 動 向 を紹介す る もの として、情
報教 育関係 者 の間で話題 にな ったのが、『VirtualColleg∈ 』(byDixon,P.,
Princeton,NJ.:Peterson's,1996)であ った。
それ は、当時 の米国 で、学士号 を出せ る大学(ユ ニバ ー シティ もカレジ
も含 む)の 三分 の二 に 当々る2000校 余が 、所謂e一 ラー ニ ングに よる学位
コー ス を提供 し、 それに毎 年500万 人以 上の受講 者が"在 学"し て いる と
い う状 況 を伝 え る ものであ った。 しか も、 それ らは、弱小大学 の経営戦
略 として の"通 信教育"な ど とい う ものでは な く、"ト ップ100"と いわ
れ るよ うな著 名有力 大学 もこぞって力 をいれ てい る とい う。
IT革 命 の進 行 は、様々 な映像 や音声 を含む"重 い"情 報 をハ イス ピー
ドで送受信 で き るデ シタル ・ネ ッ トワー クを実現 したため 、従 来 は巨大
な専 門機 関や業 者等 しか維持 で きなか った高価 で大規模 な設備 を有 さな
くて も、小 規模 の個 別大学 等で も"通 信教育"な い し"遠 隔教 育"を 運
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営 で きるよ うに なった。 そ して、その基本 的 な情報 の製作 ・編 集 ・送受
信が パ ソコンで可能 であ るため 、 どこにで もあ るパ ソコンが、 インター
ネ ッ トに繋 いだ瞬間 に、即座 に遠 隔学 習シス テム にな る とい うわけ であ
る。 この書物 の重要性 を指 摘 した濱 野保樹 氏が 「イン ター ネ ッ トは、 無
限の電子教 室 とい った、新 しい形式 を作 り出す よ うに作 用す る」 とい う
八 一 ヴ ァー ド大学 のニー ル ・L・ルー デ ンス タイ ン総長 の言葉 を引用 して
述べ てい るよ うに、 インター ネ ッ トは大学 の未 来 を決定 す る とい う認識
が、米国 の高等教育 関係者 に広 まってい るこ とは注 目すべ きで あろ う。
教育 を含め て、米国社会全 般 の高度 情報化 の推進 は、"情 報 スーパー ハ イ
ウェ イ"を 政 策の 中心 に掲 げた ク リン トン政権 以来の国家 目標 とな り進
行 してい るが 、その よ うな中で、イ ンター ネ ッ トに よる学 園のネ ッ トワー
ク化 の進展度合 いが、大 学 をは じめ とす る学校 評価 の大 きな判 断材料 と
な りつ つ あ り、大 学の ネ ッ トワー ク化 のグ レー ド比較 に よ る大 学 ラ ンキ
ング も公 表 されて いる といわれ る(7)。
このラ ンキングの前提 とな る、個 々の大学 の"ネ ッ トワー ク化"の メ
ル クマー ルは次 の ような もので ある。
(1)ハ ー ドウエア
・学生 の コン ピュー タ所有 率
・学生一 人 あた りの学 内 コンピュー タ設置 比率
・学生へ の電子 メール のアカ ウン トの付与状 況
・学生 に許可 してい る大学 サーバー上 の スペ ー ス容 量(つ ま り個 々
の学生 が 自分 の ホー ム ・ペー ジ をもて るスペ ー ス)
・学生がWebに ア クセス でき る度合(時 間等 の制限 の状 況)
・学生が 図書館 目録 に オンライ ン ・ア クセ スで きる状況
・学生が オフ キャンパ スか ら大 学のLANに ア クセ スで きる状況
② 教 育
・学 生に用意 され てい るインターネ ッ ト ・トレー ニ ングの状 況
・学生 に対 しての専用 ホー ム ・ペ ー ジ を用 意 してい る授業科 目の割
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合
・受 講生に オ ンラインで課題 を出 して い る授 業科 目の割合
・受 講生 にオ ンラインで補助教材 を提供 して い る授 業科 目の割合
(3)学 務 事務
・学 生 によ るオン ライ ンでの授業 登録が で きるか
・学 生 によ るオン ライ ンでの授業 登録の変 更が で きるか
・学生が 自分 の成 績 をオンライ ンで閲覧 で きるか
・学生が オ ンライ ンで授業 の シラバ ス等 を閲覧 で きるか
(4)課 外活動
・大学 のサーバー に ホー ム ・ペー ジを立 ち上 げて いる学生 の割合
・大学 のサーバ ーに ホー ム ・ペー ジ を立 ち上 げて いる クラブや 同好
会 の割合
・大学提供 の オ ンライン ・ゲー ムや チ ャ ッ ト、 オンライ ン ・デー ト
の有 無
・大学 が提供 して いる 日程 表や掲示板 の状 況
・大学 が提供 して いる学 生に人気 のあ るホーム ・ペー ジ(オ ンライ
ン ・ア ミュー ズメン ト ・サ イ ト)の 有無
・大 学が開 設 している特 別の ニュー ズグループ の有 無8)
濱野 氏は、大学 に とって インター ネ ッ トと連 携 しての"e一 ラーニ ン
グ"の 拡 充が重 要 な評価要 件に な るとすれば 、特 に 日本の大学 につ いて
は存亡 の危機 に直面す るこ とに な る、 と警告 す る。 つ ま り、 グローバ ル
な メデ ィアであ るイン ターネ ッ トが作 り出す サ イバ ースペー スに は国境
な ど存 在せ ず、ネ ッ ト上に教育機会 をオー プ ンす る大学 は、 い きな り世
界規模 の"メ ガ コンペ ティシ ョン"に 投 げ込 まれ ることにな る、 とい う
わ けで あ る。 「イ ンター ネ ッ トはわずかな投 資で世 界に発信 で きるため 、
い まや"現 在 の ラテ ン語"と なった英語 を使用 してい る大学 に とっては、
世 界にマー ケ ッ トを拡大 で きる有力 な手段 とな りつつ あ る。一方 で、 国
際 競争 に さらされて こなか った教育 とい う"ビ ジネ ス"が 国際競 争に さ
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らされることとな り、 日本の高等教育が国際競争力をもでなければ、 日
本(の 大学進学希望者や大学 との連携を求める企業等)は 豊かな市場 と
して狙い撃ちにあ うだろう。」(9)
大学の研究教育の実態や管理運営システムの問題点が、"衆 人監視"の
ネット上であらわ となって国際的な評価に晒された場合、高い評価 を得
られる 日本の大学はほとんど無いとなれば、有効な留学先を求める諸外
国の学生のみならず、 日本の高校生 も優秀な層ほど米国に流れる事態が
加速することも十分 に予想されよう。
ただ他方で、米国で"キ ャンパス内外双方をにらんでのネッ ト化"の
度合いが大学評価の重要 な要件になっているほどに、我が国の高等教育
諸機関の評価において、ネ ット化がそれ と同質の重要性をもって意識 さ
れているか どうか、 という問題 もある。
先ほど紹介 した、大学のネ ットワー ク化 を評価するメル クマールに関
しては、現在多 くの大学や短大で、(1)及び(2)の諸項 目については、ある
程度の比率で実現 しているといえるか もしれない。(た だ、大学のサー
バー上に学生個々人のホーム ・ページのスペースを設けることについて
は、セキュ リティーの問題や、大規模大学ではメンテナンス ・コス トの
面で慎重な学校 も少な くないだろう。)現時点では、(3)を課題 として取 り
組んでいる大学 も少 なくないだろうが、履修登録や変更をオンラインで
認める場合の、機械的 トラブルの回避問題や、成績閲覧に関 しての否定
的"風 土"の 点で、足踏み状態のケースも多い と思われる。
ここで問題 となるのは、我が国で も大学のネ ットワーク化は確実に進
行 しつつあるものの、その根底には 「オンラインでもここまでで きる」
という大学の教職員に共通の意識が根強 くあ り、 日本の大学では自主的
にはまずは思いつかない(4)を含めて、「オンラインでここまで対応 しては
じめて、我が大学 を国内外に広 くアピールし得、国際的競争にも打って
出 られる」 という意識 までには高まっていないことだろう。米国の大学
も、研究教育および管理運営、さらには学生生活の殆 どをオンラインで
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処理すれば足れ りと考 えているわけではな く、実際の教室等での"フ ェ
イス・to・フェイス"の オフラインの人間関係 を充実 させ た上で、その大
学の特色や優位性 を、オンラインでも充分に示すことができる、 という
ところにアピール ・ポイン トを置いているのだ とすれば、そうい うポジ
ティヴなスタンスをもたない日本の大学の"ネ ッ トワーク ・デビュー"
のインパク トの弱さは、今後の我が国の高等教育問題に深刻な影響を及
ぼす懸念もある。
これ らの問題に関 しては、 日本における通信教育 をめ ぐる社会的位置
付けの歴史的経緯 もあろう。我が国では戦前期か ら、在京大学の講義録
の定期的頒布により、経済的理 由で"進 学上京"が できない地方の好学
青年の勉学意欲に応えるという形での、高等教育の"エ クステンション"
事業が存在 し、それが戦後の法的に認可された大学等の通信教育制度に
つながった とされるが、大学通信教育 も通信制高校 も(通 信制中学 もあ
る)、事情があって"正 規"の 通学課程に在学できない受講者の"変 則的"
就学形態 という位置付けが、関係者の意識の面で も運用形態でも定着 し
ている。放送大学 もそのように受け取 られているといって間違いないだ
ろ うが、その放送大学が参考にした英国のオープン ・ユニバーシティは、
通学課程の大学 と対等に肩 を並べる"正 規の大学"で あ り、そこで獲得
した学位 をテコとして、通学課程の大学専任教員 となる事例 も少なくな
い。そのオープン ・ユニバーシティは、当初はテレビや ラジオをメディ
アとしていたが、現在ではインターネ ットを活用 したサー ビスを拡充 し
つつあり、 もともと積極的で学界や教育界か ら質量 ともに高 く評価され
てきた(講義テキス トにもなる)学術書の刊行に加 えて、 このデシダル ・
サービスは豊富な学術的データが得 られるサイ トとして注 目を集めてい
る(lo》。
わが放送大学 も、法的には通学課程 と何 ら変 わらない"正 規"の 大学
であるのだが、個別大学の通信教育課程 と同様、"事情があって変則的に
……"と いうニュアンスを完全 には払拭できていないのではないか。
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筆者が一つ提案 したいのは、各大学がネットワー ク化 を単なる流行へ
の追随ではなく、大学運営の必然的要素 として取 り組むことであ り、そ
の第一歩は、ネットワー クを活用 しての補講の拡充である。
大学生は、勿論何 よりも講義やゼ ミに出席 し勉学に励むことが"本 務"
ではあるが、一方でスポーツをは じめ とする課外活動に打ち込んだ り、
あるいは教職 をは じめ とするア ドホックの資格課程 を履修することも、
それぞれ重要なキャンパスライフであろう。そこで悩ましいのが、練習
を重ねた成果 を問 う大学対抗試合への出場や、教育実習などで、履修登
録 している授業への出席回数が減 るケースである。所謂 「公欠」制度の
善 し悪 しの論議は別 として、目をつぶって容認 できる限度を越える欠席
回数の措置の一つ として、欠席 した授業の学習内容 を補 うものとしてレ
ポー トを課 して 自学 自習させ る、 という形態が取られ ることも少な くな
いが、 もともと出席する受講生 を対象 とする授業計画のもとで毎回の講
義 を運営 している立場からすれば、この措置は如何に も場当たり的で変
則である。このような無理な措置を取 らず、当該学生に対する受講保証
のために も、 また毎回苦労 して出席する努力を重ねている一般の受講生
に対 してその努力を正当に評価すべ き公平 さの確保のためにも、あらか
じめ欠席回数が成績認定対象とするための限度を越えることがわかって
いる学生については、オンラインで対応 し得 る"通信教育"的 なカ リキュ
ラムを別に用意 しておき、通常の講義内容 ・水準を担保できるような内
容構成 を工夫 して運営すればよいのではないだろうか。 このような場面
にこそ、ITを 有効に活用することで、大学のネットワー ク化の必然的 ・
具体的運用の経験を積むこともできると思われる。
あるいは、 こういうところで、放送大学の特定の科 目履修 をもって、
その大学のある科 目の単位 と認定す る、という形態 も考 えられ よう。(既
に、例 えば、学芸員資格の取得に関 して、 自大学で開設できない講義科
目につ き、放送大学の当該科 目履修 をもってそれに当てる、 とい う大学
もあるようだが。)いずれにして も、 ファッションとしてのネ ットワー ク
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化 ではな く、大学教育の質の維持や向上のために、必然的位置付け をもっ
て、積極的にITを 活用 してゆくというスタンスが、これか らの大学に不
可欠のもの として求められようし、それ と連動 しての、セキュリティー
問題等への、腰 を据えた対応 もまた、高等教育 としての高度情報化社会
に向き合 う際の"見 識"と して確たるスタンスを有 したいものである。
次稿では、明治大学 を含む主要大学のホーム ・ページを比較 ・分析す
ることを通 じて、 日本の大学のネッ トワーク化の現状 と課題 を検討 し、
併せて、それらと我が国の生涯教育の拡充の接点 を見いだすことを目指
すこととす る。
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なお、 このHPで も報告されているが、オニプン・ユニバーシティは、最近数
年 のタイムズ社 をは じめ とす る英国の各種 主要 メディアが行 う全英大学 ラン
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